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 ６番 直江修市議員 

 

○議長（大西慶治君） 次に、通告順６番 直江修市議員の一般質問を行いますの

で、直江修市議員は質問席へ移動してください。 

 それでは、通告順６番 直江修市議員の発言を許可します。 

 直江議員。 

○６番（直江修市君） 最初に２００８年度の県民経済計算結果について、質問を

いたします。１１月２３日付、中日新聞に０８年度、平成２０年度でございますけ

れども、県民経済計算結果について報道されておりました。内容は県がまとめた０

８年度の県民経済計算結果、各報によると物価変動を除いた実質経済成長率は前年

度７．２％減で、７年ぶりのマイナス成長だった。同年９月の米証券大手の経営破

綻によるリーマンショックが大きく影響し、１９９７年平成１３年でありますけれ

ども、以降、最大の下げ幅となった。実質県内総生産は８兆８９１４億円、国の実

質経済成長率は同３．７％減で、県内経済の悪化はより顕著だった。時下による名

目の県内総生産は７兆３２５８億円、業種別の分析がそのあとにありまして、最後

に県内総所得は同１２．３％減の５兆３０６４億円、一人あたりの県民所得は約８

９万９０００円で、全国平均よりやや多かったというものであります。 

 内閣府が１２月９日発表しました０９年度の国内総生産、ＧＴＰ確保値は実質が

前年度比２．４％減、名目が３．７％減となり、名実ともにリーマンショックの影

響で過去最悪となった０８年度、先に申しました数字でございますけれども、これ

は県ですけれども、今言ったのは国です。それで実質４．１％減、名目４．６％減

に次ぐ戦後２番目のマイナス成長率となったということであります。季節は厳寒に

向かいますけれども、文字どおり日本の経済もさながら氷河期の様相でございます。

私たちが住んでおる町の経済状況はどうなっているか。当然、日本の国の経済状況、

県の経済状況が大きく影響してくるわけなんですけれども、名目の町内総生産そし

て第１次産業等分野別の数値、町民所得等についての数年間の推移について、伺い

たいというふうに思います。 
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 ２項目でございます。平成２１年度決算における個人町民税は、前年対比１６０

５万７０００円の減額で、これは長引く経済不況により製造業などに大きな影響が

あり、給与所得等が全体的に減尐したことによるもの、法人町民税は前年対比１０

４１万８０００円の減額となっており、これも経済不況によると決算の説明にあり

ました。町内総生産の動向、先に聞いた質問ですけれども、これが町税にどの程度

影響を及ぼすのか、この点につきましても伺います。 

 先の質問者であります堀江洋子議員からもＴＰＰの参加による町の経済の影響に

ついての質問がございましたが、第１次産業を後で説明もあるかと思いますけれど

も、平成８年度の数字と平成１９年度の数字を比較しましても、６割減にもなって

きておるというような状況であります。町長いつも申されておりますように、大台

町はやはり基幹産業、農業、林業の振興が地域を支える大事な基盤というふうに言

われておりますけれども、ここの部分が大変厳しい状況になってきております。こ

ういう国の経済の状況、あるいは県内の状況また町の状況、それぞれ示す数字が名

目の町内総生産でありますので、こういった数字を踏まえて、どのような見解をお

持ちか、これについても伺いたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） それでは、２００８年度、平成２０年度の県民経済計算結

果について、まず町の状況について、お答えいたします。 

 平成２２年１１月２３日発行の中日新聞に、三重県がまとめました平成２０年度

の県民経済計算結果の記事が掲載されたことに伴いまして、大台町の状況等につい

てご質問をいただきました。三重県では新聞に掲載のとおり県全体の県民経済計算

結果は確定しておりますが、県下２９市町別の経済計算結果の確定は、平成２３年

３月ごろとなる予定でございますので、平成１９年度以前５年間の大台町の経済計

算結果の状況をご報告申し上げます。 

 大台町の名目の総生産額は平成１５年度が３６３億６２００万円でございまして、

平成１６年度総生産は３７３億６１００万円で、前年対比２．７％増加し、平成１

７年度では、同４２７億８００万円、同じように１４．３％増加となっております。
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その主な要因は、１６年災害における災害復旧事業により、総生産額が伸びたと考

えられます。しかし災害復旧事業が進む中で、平成１８年度は３５５億１３００万

円と、同対比１６．８％減尐しました。平成１９年度は３４１億３４００万円の同

対比３．９％の減尐となっております。 

 第１次、第２次、第３次産業別で状況を申し上げますと、農林水産業の第１次産

業では総生産額が平成１５年度２３億３３００万円となっておりまして、平成１６

年度では２０億８５００万円で同対比１０．６％の減尐であります。平成１７年度

は１８億６１００万円で、同対比１０．７％減尐であります。平成１８年度につき

ましては、１６億７２００万円で、同対比１０．２％の減尐、平成１９年度では１

５億円で１０．３％と減尐となっておりまして、毎年１０％程度の減尐が続いてお

ります。 

 製造業、建設業の第２次産業の総生産額は、平成１５年度が９７億９０００万円

となっておりまして、平成１６年度は１１５億５３００万円で、同対比１８％の増。

平成１７年度は１６０億２２００万円で、同対比３８．７％と、災害復旧事業の関

係で建設業が大きく増加したものの、平成１８年度では１０５億２２００万円、同

対比３４．３％の減尐であります。平成１９年度では１０１億２２００万円で同対

比３．８％と減尐となっておりますが、第２次産業におきましては、災害復旧関係

の特殊要因を除けば、ほとんど増減がなく推移をしている状況でございます。 

 卸売、小売業やサービス業等の第３次産業の総生産額は、平成１５年度が２５８

億１３００万円となっておりまして、平成１６年度が２５２億６２００万円で、同

対比２．１％の減尐。平成１７年度は２６５億４１００万円で、同対比５．１％と、

災害復旧事業の関係で不動産業や政府のサービス生産が一時的に増加し、平成１８

年度では２４７億２６００万円と、同対比６．８％の減尐であります。平成１９年

度では２３８億５１００万円、同対比３．７％の減尐となっておりまして、第３次

産業ではわずかずつではありますが、減尐をしてきております。 

 また県民所得統計によります大台町民の総所得は、平成１５年度が２７５億７３

００万円となっておりまして、平成１６年度では２７４億４０００万円で、同年度
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対比０．５％の減尐であります。平成１７年度は２７９億２３００万円で、同対比

１．８％と、災害復旧事業の関係で増加していると思われます。平成１８年度では

２７５億１４００万円と、同対比１．５％の減尐しまして、平成１９年度では２６

７億９３００万円、同対比２．６％の減尐となっております。 

 人口一人あたりの町民所得をみてみますと、平成８年度２４４万円からほとんど

増減がなく推移をしておりまして、平成１９年度の一人あたりの県民所得は２４６

万９０００円で、県下の２９市町のうち２３番目となっております。 

 次に町税への影響についてでございますが、総生産額等と町税の関係につきまし

て、町税への影響が出ると考えられる個人及び法人町民税を、平成１５年度からの

増減率で比較してみますと、個人町民税では、平成１５年度２億８９３０万円で、

平成１６年度が２億７２５１万円でございました。前年度対比５．８％の減尐であ

ります。平成１７年度が３億５９２２万円で、同対比３１．８％の増加がございま

す。平成１８年度は３億２１４８万円で、同対比１０．５％の減尐であります。平

成１９年度が４億２１９６万円で、同対比３１．２％の増加がございます。平成２

０年度が４億１７２８万円で、同対比１．１％の減尐であります。平成２１年度が

４億５５万１４２０円ということで４％の減尐、こういうような状況でございます。 

 法人住民税につきましては、平成１５年度が５６２７万円でございました。平成

１６年度が５２９８万円ということで、前年対比５．８％の減尐であります。平成

１７年度が５８４２万円で、１０．２％の増加。平成１８年度が６４５３万円で１

０．５％の増がございます。平成１９年度が５４０１万円で、１６．３％の減尐で

ございます。平成２０年度が５７８１万円ということで、７％増加しておりますが、

平成２１年度では４７１５万円ということで、１８．４％の大きな減尐がございま

す。 

 これらの数値からみますと、直接町税への影響はないものと考えております。そ

の主な要因としましては、個人住民税の７割以上は給与所得者に対する課税である

ことから、総生産額の増減によって、給与所得に影響がでない限り、直接関連して

こないものと思います。また法人町民税には法人の規模による均等割と収益による
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法人税割によりまして課税されますが、景気の影響等により左右されるのは法人税

割でありまして、これは法人町民税のうちの約３割程度でありますことから、影響

が出にくいものと思います。 

 ただリーマンショックや円高による経済不況等によりまして、直接給与所得の減

尐や法人事業所の収益の減尐がある場合は、その分影響があるものと考えておりま

す。 

 次に、３点目の大台町におきます、県民経済計算結果における見解についてでご

ざいますが、先ほども大台町の結果としまして、総生産額をご報告申し上げました

が、第１次産業であります農林水産業におきましては、毎年１０％程度の総生産額

が減尐してきておりまして、他の業種と比較しましても、減尐率は大きくまた顕著

でもございます。大台町の主産業であります農林水産業が元気の出ない原因には、

社会構造の変化とともに、経済不況がもたらす農林産物の価格の低迷や高齢化に伴

う担い手不足のほか、１６年災害によります農林水産施設の被害に伴い生産額が、

大きく減尐しまして、その影響が県民経済計算結果に現れてきていると考えており

ます。 

 社会構造の変化や経済不況は一つの町で対応できる問題ではございませんが、今

後とも農林業の生産基盤の整備を始め、ソフト対策も講じつつ、活性化を図る取り

組みが重要と考えておりますので、ご理解をお願いしまして、答弁といたします。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） 答弁にもございましたように、平成１７年度につきまして

は、災害復旧のための公共投資によりまして、総生産額がふえてきております。こ

のふえた分野につきましては、第２次、第３次ということであります。したがいま

して、私は町の経済ということについて考えます時に、生活密着型の公共投資とい

うのは、やはり数字を押し上げていく効果が、当然ございますので、ここらをやは

りしっかり求めていく必要があるのではというふうに、この数字を見て思いました。

まだまだ生活基盤の強化とか、そして農林業の基盤強化とか、やはり必要な事業は

あるんではないかというふうに思います。もちろんそれらにつきましては、総合計
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画並びに過疎計画において計画されておりますけれども、やはり国の公共投資抑制

で、そういった数字もかなり低めに設定もしておるんではないかと、町のほうでで

すね、ちょっと思うんですけれども、本当に必要な公共投資は、計画に組んで求め

ていくということが、町の基準財政需用額をふやしていくことにもなるんではない

かというふうに思います。そういう点についてまず一つ説明を求めたいと思います。 

 次に、町内総生産額におきます順位ですけれども、これ１９市町のうちの１３位

ということで、下から６番目ですか、旧宮川の時は４位で、大台町のことはちょっ

とわかりませんけども、合併により多尐は順位が上がったということは、この数字

並びに順位から言えるんではないかというふうに思うんですけれども、旧宮川村の

ほうはそれほど生産額上がって、私は来ていないんではないかと、やはり大台町に

おける生産額が順位を押し上げた要因なんかなというふうに思うんですけれども、

この点について一つ見解を求めたいと思います。 

 それから個人の所得についての説明がございまして、平成１９年度２４６万９０

００円ということでございました。県の平均が２８９万９０００円ということであ

りまして、全国平均より県民所得は多いということですけれども、町民所得はこの

一人あたりの県民所得よりも大分下がっておるということですね。これはやはり町

民所得でありますので、給与所得者においてはそれほど大きな差はないのかなと思

いますけれども、所得が県民所得よりか低いということについての分析ですね、ど

のようにされておりますか、伺いたいというふうに思います。この順位については、

２９番中２３位ということで、これは下から６位ということですね。町内総生産額

の順位は１３位ですけれども、所得は２３ということで、大分下がっておるんです

けれども、この要因についての分析どんなふうにされておりますか、伺いたいとい

うふうに思います。 

 そして４点目ですけれども、答弁にもございましたように、やはり第１次産業の

落ち込みが非常に大きいということですね。平成８年度に３６億７６００万円あり

ましたのが、１５億円ということですので、６割から減になっておるという数字で

ございます。災害によって基盤崩壊というようなこともあったようなんですけれど
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も、落ち込みが極端にひどいということなんですけれども、言われましたようにや

はり農業経営に携わる方の高齢化とか、後継者不足とか、そして生産額が上がらな

い要因として、単価が上がってきてないとかいうような説明でありましたけれども、

そういったようなことが数字に出てきておるというふうに解釈していいのか、その

点につきましても説明を求めたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） この平成１７年度が総生産額で、公共投資がかなりござい

まして、まず第２次、第３次産業には影響があるということで、その見方は当たっ

ていると思います。そういう上でやはりこの大台町におきましても、公共投資、こ

れは非常に重要だなというようなことを思っております。今も政権のほうで子ども

手当等の財源を、公共投資に求めたりというふうなことで、平成２２年度も１８．

３％の公共投資が減尐したと。とりわけ中でも農業農村整備事業なんかは、６４％

ほど下がったということですね、残り３６％しか残っていないというような、本当

に激減でございました。そういうようなことで公共投資全体で１８．３％、今回も

平成２３年度の予算編成の中では１０％の減と、こういうようなことでございます

が、一説には公共事業が悪なようにとらまえられている部分もあるかと思うんです

が、やはり景気の動向を大きく左右するものとか、あるいは雇用を確保するとか、

そういう意味で非常に大きな役割を果たしている。しかもこの大台町のように、ま

だまだ生活基盤等々が遅れているようないわゆる地方は、まだまだこれから公共事

業が非常に重要な地位を占めてくるというふうに思っておりまして、その部分でし

っかり対応していかないかんのかなと思うんですが、流れとしては国の公共事業は

圧縮傾向にあるという、そういう状況がございます。 

 町もこの総合計画なり、過疎計画なりで、今は経済対策が出てきておりますけれ

ども、いろいろな形で対応していかなければならんなと、そういう感覚でございま

す。この総生産額につきましても、確かに合併したことによりまして、トータルで

県内の分としては順位は上昇したと、こういうようなことでございます。個人の県

民所得で見てみましても、旧宮川村では下から２番目か３番目ぐらいのところに位
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置はされておったんですが、その部分多尐上がってきたのかなというふうに思って

おります。 

 個人所得についても同様でございまして、一人あたりとしてはこの大台町まだま

だ低いところにはございますが、やはり農林業にしましても、規模が小さいとか、

あるいは製造業なりそしてまた建設業なり、そういったような部分で小規模でやら

れておるというところが多い部分として、影響が出ておるのかなというふうに思っ

ているところでございます。 

 また農業関連にしましても、やはり生産する品目なり、そしてまたトータルとし

ての規模ですね、こういったようなものがまだまだ小さい部分がございます。牛に

しましても７００頭ほどだとかいうふうなこともございますし、お茶が１６０haほ

どあるわけなんですが、そういったようなことの中で、しかも単価がもう上昇して

こない。逆に茶価につきましても減尐してきておると。４年ほど前ですと、新茶の

初市で９４００円ほどしておったのが、３年前には７０００円になり、昨年が２年

前には６４００円ほどとか、徐々に下がってきておるというふうなことでございま

す。押し並べて下落傾向にあるというようなことで、全体をおしさげておると、こ

ういうことになっておるんではないかなというふうに思っているところでございま

す。こういうように一人あたり下がっておりまして、総生産額も徐々に下がってお

るというふうな状況なんですが、公共というふうなことの中でできる部分、下支え

もしながらやっていく必要が、これ多分にございますので、十分留意してまいりた

いというふうに思っております。以上です。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） 町税に対する影響ですけれども、国内並びに町内の総生産

額にそれほど影響されないという説明でございました。その説明の要因としまして、

いわゆる納税者の７割が給与所得者ということからということであります。第２次

産業は建設業等の業種なんですけれども、第３次産業というのがサービス業とか、

公務労働者等になるんですけれども、この第３次産業におきましても、前年対比の

減というのが、平成１８年度、平成１９年度あたり大きくなっておりますけれども、
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私はやっぱりこの給与抑制というものが、民間も公務もそうですけれども、やはり

影響してきておると言えると思うんですね。 

 ですから町の税収ということを考えますと、給与所得の向上というものが、税に

やっぱり一番大きく反映してくるんではないかというふうに思うんです。そういう

点ではやはり公務労働者の給与抑制というのは、ずっとやられておるんですけれど

も、こういう経済指標にも如実に出てきておるんではないかというふうに思います

ので、最後に町税との関係でこの給与関係についての見解、小さく町の職員の給与

だけではなしに、町民の所得向上というのは、給与上昇というのが大事やないかと

いうふうに思いますので、そういう観点からの見解を求めたい。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） ありがとうございます。確かにここ数年給与の抑制が行わ

れておりまして、平成１９年度人事院勧告でも平均４．８％、高いところでは７％

の減になったというふうなことで、私よく例えていうんですが、４０万円の月給を

もろとったのが、２万８０００円減するというようなことでございますが、その２

万８０００円減されて、次に翌年に給料の昇給があるわけなんですが、その２万８

０００円のうちに包含されていって上がらないと。５０歳を過ぎた職員については、

退職まで上がらないという、そういうような実態になってきておるようなことでご

ざいます。 

 したがいまして、その全体で町内のそういった給与状況を見ましても、これだけ

の経済循環が悪いということで、非常に抑制というふうな形にいかざるをえないと、

こういうことでございます。ですので、国の経済政策というふうなことの中で、や

はり雇用と労働を守るという、そういう方向にもっと舵をきっていただかないと、

本当に疲弊ばっかりとしていく。その影響が公務員なりそしてまた地域にも影響が

当然出てくるという、そういうようなことでもございますので、十分にその舵取り

の留意をいただきたいなということは切実に思っているところでございます。 

 今回もこういうふうに農林業の関連のＴＰＰが、農林業だけではございませんが、

ＴＰＰの問題も出てきます。そういったようなことから、非常に政府としては国全
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体を見渡した上でのお考えであろうとは思うんですが、その中ではもやはりこの地

域が疲弊をしていくという、そういうようなことに非常に懸念を持っているもので

もございます。そういう意味で町としましても、この公務員給与もしっかりと守っ

ていくと、そういうことも大事なんですが、やはり国の方向性が示されてくるとい

うふうなことになって、それに遵守をしていかなければならないという、そういう

財政体系にあるということの中で、やむをえない部分もあるわけなんですが、反面

域内の経済が浮揚してくるような、そういう方向性がきちっと行政としてもしっか

り留意しながらやっていただかんならん。最近も施設の建設事業につきましても、

分離発注をかけながら本体工事とか、あるいは木造の部分であれば木材の分離発注

をするとか、あるいは電気工事とか水道とか、そういったような形で分離発注もか

けながら、地域内でできるものは地域内でというような基本姿勢でやらしていただ

いておると、こういうようなことで今後もしっかり留意していかないかんのかなと

思っております。以上です。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） ２項目の国民健康保険の広域化について、質問をいたしま

す。高すぎる保険料、町では税であります。非情な滞納制裁、増え続ける無保険者、

貧困と格差が広がる中、市町村国保の危機的状況がますます深刻化していると言わ

れております。こうした事態を引き起こした元凶は、国の予算削減にほかなりませ

ん。自民党政府は１９８４年の国民健康保険法の改悪で、医療費４５％とされてい

た定率国庫負担を給付費５０％に改定しました。給付費５０％は大体医療費３８．

５％となります。その他にも歴代政権は１９８０年から９０年代にかけて、事務費

の国庫負担廃止、保険料減額措置に対する国庫補助の廃止、助産費補助金への国庫

補助の削減なと、国の責任を次々と後退させてきました。 

 その結果、国保の総収入に占める国庫支出金の割合は、８０年代に５０％程度だ

ったのが、２００７年度は２５％となっているということであります。国庫負担の

増額による国保制度の抜本的改革に足を踏み出さない一方、民主党政権が熱心に推

進しているのが、国保の広域化です。通常国会で成立した改定国保法には、国保を
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広域化し都道府県単位に集約するための一連の制度改変が盛り込まれたということ

であります。制度改変の基本は、都道府県に国保の広域化方針をつくらせることで

す。５月１９日、厚生労働省は保健局長名で都道府県知事あてに、広域化等支援方

針の策定についてという通達を出し、一般会計繰入による赤字補てん分については、

保険料の引き上げ、収納率の向上、医療費適正化策の推進等により、できる限り早

期に解消するように努めることを求めているとのことであります。 

 国保の広域化、まさに当面の狙いは一般会計繰入の全廃と指摘されております。

このことを裏付ける動きとして、７月２２日に突如開催された大阪府の橋下知事と

府下市区町村長との広域化への向けての懇談では、大阪府で統合すればおおよそ３

００億円の一般会計からの繰入、これは府下の市区町村の繰入額の合計を解消でき

る。それによって保険料が上がっても府が決めたことだと逃げることができる。減

免制度を統一することで、各市区町村が行っている持ち出しを解消できるなと、露

骨な広域化の利点が話し合われているということが紹介されております。 

 そこで、広域化と言いますのは、まさに保険料の一本化ということでありますの

で、同時に一般会計からの繰り入れを廃止ということになるわけなので、この点に

ついて伺うのですけれども、この一般会計の繰り入れにつきましては、町として当

然国保会計へ入れなければならん法定繰出というのがあるようでありまして、今問

題になっておりますのは、法定外繰入ですね、これを廃止ということのようであり

ます。 

 で、お聞きしましたところ、町では法定外の一般会計からの繰入は行っていない

ということのようです。県下の市町についての調査、私やってませんので、町のほ

うでこの点、説明をしていただきたいというふうに思うんですけれども、市町で行

っているところもあるようであります。一般会計からの繰入をやめて、統一の保険

税とされた場合、どれぐらい保険料が上がるのかについて、説明を求めたいと思い

ます。 

 そして、担当課のほうで町民の１世帯あたりの保険税を出していただきました。

平成２１年度では１２万３８９５円ということであります。一番高い県下の国保税
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でありますけれども、これは平成２１年は木曽岬町が２３万２２１７円ということ

のようであります。一本化というのは、この県下で一番高い国保税にされる懸念も

あるんですね。そこで町としましては、県内で一番高い保険料にされるとどれぐら

いの値上げになるのかということになるんですけれども、木曽岬町のような２３万

２０００円というようなことになっていくのかについて、まず伺いたいというふう

に思います。 

 それから、３番目に独自減免や４４条減免が機能しなくなることでの影響という

ことで、お聞きするんですけれども、町では４４条減免等はやっていないというこ

とです。ただし県下の状況はどうかということになるんですけれども、先ほど大阪

府知事の話をしましたけれども、減免制度を統一することで、各市区町村が行って

いる持ち出しを解消できるというようなことも狙いということでありますので、県

下の状況におきまして、こういう独自の施策を講じて、町民の負担を軽減している

ような、町の制度も一本化されると、なくなっていくというようなことになります

ので、この点での県下の状況から推し量って、どのような状況になっていくかとい

うことについての説明を求めたいというふうに思います。 

 そして、これは後期高齢者の、保険税でもそうですけれども、徴収は町の事務と

いうことになっておるわけなんで、国保の広域化におきましても、保険税の徴収は

町の事務ということになってきます。当然大阪府知事のように、一本化すれば何百

億円も一般会計から繰り出しを減らすことができるというようなことからも、三重

県でのこの一本化におきましても、大変高い保険税に設定されることは容易に予測

をされます。そうなってきますと、町でもその上がった保険税の徴収ということの

事務が、今でもかなり滞納があるのに、またまたそういう困難が一層増すんではな

いかというふうに思いますので、この点につきましても町の見解を伺いたいという

ふうに思います。 

 同時に、自主機能が奪われるということにつきましては、町としまして国保税が

余り上がらないようにということで、いろいろ健康面での施策を展開されておりま

す、保健婦さんなんかの活動において、早期発見、早期治療というような保健活動
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もされておりますけれども、こういった仕事も余り意味がなくなっていくというよ

うなことにもつながっていくことが懸念をされております。そういうことで、広域

化というのは町にとっても、メリットがないのではないかというふうに思いますし、

これは関係者の皆さん方も全部そういうふうなことを言われております。町の見解

を伺います。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） それでは国保の広域化につきまして、まず最初に現在の国

の方針を説明させていただきます。 

 市町村が運営をします国民健康保険は、被用者保険に加入するもの等を除くすべ

ての人を被保険者とする公的医療保険制度でありまして、国民皆保険の最後の砦と

も言えるものでございます。病気やけがの際に、適正な医療が受けられる制度とし

て安心な生活を支えるものであります。しかし急激な高齢化の進展、就業構造の変

化、景気の長引く低迷等によりまして、市町村が運営する国民健康保険には医療に

対する需要が大きい高齢者や保険税の負担能力の低い低所得者が多く、安定的な運

営が難しくなってきております。 

 そういった国保の置かれた状況を踏まえつつ、国は都道府県単位による国保運営

の財政安定化を図ることを目的に、広域化を推進しております。１２月８日に高齢

者医療制度改革会議の最終報告案によりますと、まず第１段階として７５才以上の

後期高齢者医療制度を、平成２５年２月で廃止し、３月より新しい高齢者医療制度

により加入する制度を、年齢で区分することなく何才になっても、サラリーマンで

ある高齢者の方や、被扶養者は被用者保険に、その他の方は国保に加入するという

方針が示されております。 

 二つ目には７５才以上の医療給付については、都道府県単位の財政運営とすると

しておりますが、都道府県と市町村の具体的な役割などは、まだ決まっておりませ

ん。国はこの１２月２０日に最終報告案をとりまとめ、平成２３年１月に法案提出

を行う方針とのことでございます。 

 次に、第２段階といたしまして、全年齢を対象とした国民健康保険を都道府県単
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位化を図り、簡素でわかりやすい制度体系としていく必要があるとして、その時期

については平成３０年度を予定しております。 

 それでは１点目の一般会計からの繰り入れがなくなると、どれぐらい保険税が上

がるのかということで、お答えをいたします。平成２１年度に県内２９市町のうち、

法定外の一般会計の繰り入れを行っている市町は、１４市町となっております。そ

の総額は１８億１８００万円で、県内の国保被保険者数の４９万１０００人で割り

ますと、一人平均３７００円上がることになります。またその世帯数２７万７５０

０世帯で割りますと、１世帯平均６５５０円上がることとなります。当町では現在、

法定外の一般会計繰入は行っておりません。 

 次に、２点目の県内で一番高い保険税にされると、どれぐらいの値上がりになる

のかという質問にお答えいたします。県内で一番高い一人当たり、桑名市の保険税

が１１万６２４９円でございまして、大台町の保険税が６万９４７９円ですので、

４万６７７０円上がることになります。因みに大台町の保険税は、２９市町の高い

ほうから２６番目でありまして、県内の平均保険税にされても２万７５３６円上が

ることになります。 

 次に、３点目の独自減免や４４条減免が機能しなくなることでの影響ということ

でございますが、独自減免につきましては、現在大台町では災害や失業等によりま

して、保険税を負担することが著しく困難であると認められる時は、保険税を減免

することができるとしております。この制度は県内すべての市町で制定をしており

ますので、今後も機能していくものと考えております。 

 また４４条減免につきましては、災害や失業者等、一時的な生活困窮者を救済す

る制度で、医療費の一部負担金を減免するというものでございます。この制度を定

めている市町村は全国で５６％、三重県では３市のみとなっております。しかし減

免額の半分は市町村の負担でありますことから、赤字国保の財政状況を考えて実施

していないのが実情でございます。今後、広域化を検討する中で、全員が公平に制

度の恩恵を受けられるよう減免額、全額を国の負担とするとともに、財政安定化が

図られるよう強く要望していきたいと考えております。 
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 次に、４点目の保険料の徴収責任や自治機能が奪われるなど、広域化で困難がま

すのではということでございますが、当町の平成２１年度の国保税の収納率は９４．

７％と県下でも５番目に高いほうであります。広域化によりまして保険税が上がる

ことで、滞納者が増えることになれば、当然市町の徴収責任ということになると思

いますが、みんなで支えていく制度であることを念頭に置き、滞納者がふえて保険

税が上がっていくという悪循環にならないよう努力をしていかねばなりません。 

 また住民の健康や命を守るという自治機能については、今町が取り組んでおりま

す健康づくりに関する事業や、各種健診による病気の早期発見、生活習慣病予防の

保健指導、介護予防事業等は誰もがいつまでも健康でいられるよう取り組んでいる

わけでございまして、健康になれば必然と医療費も下がるということにつながって

まいります。健康や命を守ることは、どのような制度の下においても、大前提でご

ざいまして、優先的に取り組んでいかねばならないものと考えております。 

 広域化につきましては、国は今後保険料の設定の問題、財政調整のあり方、事務

体制のあり方等、詳細について医療費の動向や社会経済情勢等を踏まえつつ、平成

２５年度からの第１段階の高齢者の都道府県単位化の施行状況等も見ながら、改め

て検討することが必要であるとしております。高齢化も進み低所得者層も多く、財

政的にも厳しい当町にとりまして、保険料の上昇は町民や町財政に大きな負担とな

りますことから、国保財政基盤強化策の充実強化や国庫負担割合の引き上げ等につ

いて、全国町村会とも連携しながら、国に対し強く働きかけていきたいと考えてお

りますので、ご理解をお願いしまして答弁とさせていただきます。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） 国保制度は退職者、無職者、低所得者の加入が多く、事業

主の負担を予定しない制度であり、もともと加入者が支払う保険料だけでは成り立

たないものとして、制度がつくられております。そこで国の責任として国保に対す

る国庫負担が行われているのであります。ところがその国庫負担につきましては、

前述しましたように、４５％から３８．５％に引き下げられるというようなことで、

被保険者の保険料アップというようなことになってきておりますので、やはり一元
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化ではなしに、国庫負担の復元ということは一番問題を解決する手だてというふう

になりますので、私はやはりこの点を行政としても求めていくことが必要だという

ふうに思いますので、この点についての見解を伺いたいと思います。 

 そして町の国保会計も大変な状況ということで、しばしば保険税の見直しに言及

をされております。つまりは保険税を上げるということであります。平成２３年度

あたりそういったことになっていくのかということについての質問に対する答弁を

求めます。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） おっしゃられるように、１９８４年以来ずっと国庫負担と

いう割合が下がり続けてきておるという状況の中で、市町村そしてまた地域の皆さ

んがそれだけその保険税がアップをしてきておると、こういうことに跳ね返ってき

ているところでもございます。おっしゃられるように、大阪のように一般会計から

の繰り出しをしなくて、そしてまたそれを跳ね返りを府民に求めると、こういうよ

うなことになりますと、本当に本末転倒になってきて、その制度そのものが存続し

ていきにくい、そういう状況に陥っていくんじゃないかなという、そういう懸念も

しているところでもございます。 

 しかし、このように状況の流れの中、先の国保制度強化促進大会もあったわけな

んですが、その中でもやはり国庫負担の割合を上昇させやないかんと、もっと負担

を多くせないかんというふうなことで、強くスローガンとして求めているところで

もございます。こういうことはずっと引き続き声を上げていかなあかんことである

という認識を持っているところでございます。しっかりとその負担の増大、そして

復元に至るまで取り組んでいかなければならないと、そういう考え方を持っており

ます。 

 またおっしゃられますように、大台町の国保会計も非常に大変厳しい状況になっ

てきております。基金も５０００万円程度しか残っていないということです。これ

が平成２２年度で取崩すようにしておったんですが、平成２１年度の状況が尐し良

かったというようなことで、取り崩さずにこれております。しかしこれ状況によっ
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ては、平成２３年度あたりでは、その基金を全部取り崩さないかんというふうな状

況になるのかもわかりません。ここら辺これから予算編成が始まりますが、しっか

りと見ていかねばならないわけなんですが、そういう中で平成２３年度については、

保険税を上昇するということはまず避けられると思います。 

 しかし平成２４年度以降、それはまだ定かではないと、これからの医療費の動向、

そういったようなものを見ていかねばなりませんので、そこら辺しっかり見ていか

なければならないというふうに思っているところでございます。何にしましても、

もう一つの町で完結をするというふうなことは、非常に難しい状況にも差しかかっ

てきておるということでもございますので、国庫負担というようなものをしっかり

と確保するような形でいかないと、大方の保険者、これもう大変なことになってき

ておるという状況でございますので、ここら辺はもっと声がこれから大きくなって

くるんじゃないかと、一緒にやらしていただきたいと思います。以上です。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） ３項目の質問に入ります。国は２０１０年度補正予算を決

めました。そこでこの補正予算に基づいて町としては、どのように反映されてくる

か。この点について説明を求めます。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） それでは、２０１０年度の補正予算につきましてお答えを

いたします。まず円高、デフレ対応のための緊急総合経済対策４兆８５１３億円の

中には、四つの対策が盛り込まれております。 

 一つには雇用人材育成で約３２００億円、それから２番目には新成長戦略の推進、

加速ということで３３６０億円。３番目には子育て、医療、介護、福祉等の強化に

よる安心の確保で、１兆１２００億円。それから、４番目には地域活性化社会資本

整備、中小企業対策等で３兆７０６億円でございます。その３番目の子育て、医療、

介護、福祉等の強化による安心の確保対策では、子宮頸ガン等のワクチン接種が盛

り込まれておりまして、今回の補正予算に計上させていただきました。 

 また４番目の地域活性化社会資本整備、中小企業対策等の事業では、地域の目線



 133 

に立った支援の拡充策といたしまして、きめ細やかな交付金と住民生活に光を注ぐ

交付金が創設をされました。このきめ細やかな交付金でございますが、地域の活性

化ニーズに応じてきめ細やかな事業が実施できるようにするものでございます。従

前のきめ細かな交付金と制度設計上、差異はないようでございます。 

 一方、住民生活に光を注ぐ交付金につきましては、これまで住民生活にとりまし

て、大事な分野でありながら、光が十分にあたってこなかった分野、例えばＤＶと

か、スクールカウンセラーの配置とか、図書館施設の充実への充当が可能なようで

ございます。当町への交付額でございますが、試算ではきめ細やかな交付金で約１

億３３００万円、住民生活に光を注ぐ交付金で約１９００万円でございます。その

詳細な内容については、まだ示されておりませんので、詳細が明らかになり次第、

充当事業が決まりました段階で、補正予算として計上させていただきたいと考えて

おります。 

 もう一つ地方交付税の増額でございます。普通交付税の基準財政事業費目の雇用

対策、地域資源活用臨時特例費を増額する再算定などによりまして、４９８３万７

０００円が増額されました。今回の補正には間に合いませんでしたので、次回あわ

せて補正をさせていただく予定でございます。ご理解をお願いし答弁とさせていた

だきます。 

○議長（大西慶治君） 直江議員。 

○６番（直江修市君） 答弁のございましたように、地方交付税１兆３１２６億円

が補正されました。うち３０００億円を交付して、その他の１兆円余りを来年度に

繰り越すというようなことがされております。補正額そのままが地方に交付されな

いということなんですけれども、これにつきましては地方交付税の総額を確保すべ

き国の責任を投げ捨てるものだとの指摘もございます。この点についての町長の見

解を求めたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 尾上町長。 

○町長（尾上武義君） 詳細なところはまだ来てはおりませんが、来年度の税制改

正等々も今、非常に厳しい状況で議論がされているところでもございます。そうい
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う中でこの１兆円を超える額が繰り越しというふうなことになれば、それこそ地方

の疲弊というふうなことになりますので、ここら辺も状況を見ながらしっかりと国

のほうに声をあげていかないかんのかなと、こう思っているところでございます。

よろしくお願いします。 

○議長（大西慶治君） 直江修市議員の一般質問が終了しました。 

 

  ○議長（大西慶治君） しばらく休憩します。 

 再開は１３時ちょうどといたします。 

                     （午前１１時５２分 休憩） 

                     （午後 １時００分 再開） 

○議長（大西慶治君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


